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〔資料〕

日系海外進出企業の地域別・産業別撤退データ，1981~86年

洞口治夫

1．データの性格

2．地域別・産業別撤退データ

（１）アフリカ

（２）中近東

（３）オセアニア

（４）ヨーロッパ

（５）中南米

（６）カナダ

（７）アメリカ

（８）アジア

3．アジア諸国における産業別海外直接投資と

撤退金額

企業が，その後５年間に撤退した比率の一部を表

わしている。比率の一部と言わざるを得ないのは，

撤退の調査にともなうタイムラグを避けることが

できないためである。すなわち，1983年版から19

85年版までの調査で判明した撤退件数，および19

88年版以降の調査で判明した当該期間中の撤退件

数を含んでいないのである。世界合計での「撤退

企業数」は584件であり，「進出企業数」の8.5パー

セントにあたる。

世界全体に関する以上のデータ整理結果を本稿

第２節でまとめる。

第二は，1971年から1988年にわたる期間につい

て，アジア８カ国ないし地域についての撤退金額

を推定した結果である。推定作業にあたっては二

次資料によって撤退を確認した企業324社，およ

び，『総覧』の各年版を対照し，前年度版に掲載

されていたにもかかわらず，翌年度版で記載が抹

消されている企業（以下，「記栽抹消企業」とい

う）をピックアップし，さらに，経済調査協会編

『企業別海外投資』1973年版から89年版（74年版

からは「上場企業編｣，「非上場企業編」の２分冊

で刊行されている）の各年版と比較対照し，－度

『企業別海外投資」に掲載され，かつ記載が抹消

された企業をピックアップした。つまり，「総覧」

と『企業別海外投資』の双方でいったんその存在

が確認されたにもかかわらず，現在までに不存在

が確認されたかあるいは存在が確認できなくなっ

た企業を選別した。その作業結果に該当するもの

は396社であった。

以上の方法による撤退推定企業の合計は720社

であり，「我が国企業の海外事業活動』（通産省産

業政策局国際企業課）に報告されている「資本移

譲・撤退件数」の1973年度から86年度までのアジ

ア地域の総計（ただし81年度分はデータが未集計

であり除かれており，８７年度以降は未公表）1677

1．データの性格

本稿の目的は，世界各国に進出したロ系企業の

撤退データを整理することにある。日本企業の海

外直接投資とその撤退に関する研究(ｉ１Ｊｌ》を進める

うえで，固有な立地条件に応じて，どのような産

業別進出・撤退パターンが観察されるかを確認し

たい。

この作業は，1990年代において日本企業の進出

を望む諸外国に対する投資の実行可能性を論ずる

上で重要であると同時に，統計分析を進めるうえ

での基礎資料として，大量データの統計的処理に

伴う地域別・産業別の撤退事例を提供するもので

ある。

本稿では，二つの推計方法に基づいた撤退デー

タを整理，紹介する。

第一は，東洋経済新報社が1986年版および87年

版『海外進出企業総覧』（以下『総覧』と略記）

の作成に際して行ったアンケート調査にもとずく

内部資料(i錘を筆者が整理したものである。

ここで整理した撤退データは，『総覧』の調査

時点である1981年６月末に存在した日系海外進出
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２．地域別・産業別撤退データ

第１表には業種別撤退件数とその比率を掲げた。

同表の「進出企業数」とは1982年版『総覧」（調

査時点は1981年６月末日）に記載された企業数で

あり，「撤退企業数」とは1986年版および1987年

版『総覧」作成時のアンケート調査（調査時点は

それぞれ1985年７月１日および1986年７月１日）

によって判明した撤退企業のうち1981年以降に撤

退した企業数である。また「比率（％)」（以下，

撤退比率と呼ぶ）は「撤退企業数」／「進出企業

数」×100（パーセント）によって求めた。

件の42.9パーセントに相当する。

以上のデータ整理結果を第３節にまとめる。

(注１）本稿は拙著「海外直接投資研究一アジアに

おける日系企業の参入と退出一」（東京大学大学院

博士号学位論文，未公刊）に，＜巻末付表＞とし

て掲げた日本企業の撤退データをまとめたもので

ある。

(注２）本稿第２節の作成に必要なデータの収集に

際して東洋経済新報社，渡辺幸傅氏の懇切な御協

力を得た。記して感謝したい。

第１表日系海外進出企業の地域別・産業別撤退データ
世界（1981～86年） (単位：件，％）

世界 アジア ヨーロッパ 北アメリカ

産業
進出i撤退
企業数１企業数

比率

(％） 

進出

企業数

撤退

企業数

比率

(％） 

進出

企業数

撤退

企業数

比率

(％） 

進出

企業数

撤退 比率

企業数Ｉ（％）

農林・水産

鉱業

建設業

158 3２ 

142：２３ 

１７７ｉｌ４ ３２９ ●Ｇの０６７ ２１ ９５２ ５２８ 
1２ 

３ 

９ ３０Ｏ ０２Ｌ ２１１ １１８ １００ 
100.0 

０ 

０ ６２８ １４２ ８８７ ●■● ３３０ ４２１ ７０ １ 

３ 

食料品

繊維業

木材・家具

紙・パルプ

出版・印刷

化学

ゴム.･皮革

窯業・土石

鉄鋼業

非鉄金属

金属製品

一般機械

電機機器

輸送機器

精密機器

その他製造 ７７７３０４７９４８８６７６６７ 
１３ 

２ 

１ 

１２ 

１ ６６０６０ｑ４４ｑ６十日００↑－，‐卜＋１口。’－０－コⅡ■↓０９０９００００００－０△■・・ｇｏ●ｑ６０００ｏ００６Ｇ００１ｑ００Ｄ曰■■■Ｄｌ４ｑ■↑０中■０００００００
４ ４ １ 

４７３１ ０５４３ 
３ 

６ ６ ３ 

６２ ７０ １ 

８ ０ １ 

９５４８９０５ ６０９９３８１ １２４１２ ８２３０６２８０６６４４３５９ 
●●●Ｓ 

●●●●●■●ＯＢ■■ ’２２７０６９８３１７５５４７７ 
１１１ 

１１ ８５４１００５４７７８８５ 
２ 

１ 

１ 

２５ 
０ １ 

０００００００００００００００●●●■●Ｂ●ＢＯ●０００００６０００００６◇０６０９■ｊ１ｑｌ－ｌ０１９ｆ＋９０００６５９６Ｆ 
３４７０７ ７０３２１ 

２ 

７ ４ ２ 

４０３４７ 声０７戸０４７
３ ７ １ 

２３５ ３９５ 
３ 

０ ４ １ 

０３８０ ０■●● １２０←０ １１１ 

０３７２９４６５２１１ □巳●●■●●●巳０４９５３５０ １１１ 

４４２９７ ６１０１１９１２３０３６５４９７ 
１ 

２１ 

２２ 

１ １００００５０２０００１３１１１ 
７ ● ６ １ 

０’００ 
２７ ７０６ １１ 

８００１９ Ｏｌ０３２５１５ ｅ●■□巳１２１ ６５９８９躯６４１８８０１８５２
３１ 

１ 

４６ 

２ ９３１０８０２５００６５１ ● ａ３Ｌ５０８００８２５６２０９ ●■● １３１２１５１１ 
１ Ｕ０６●。ＣロロＱｐＵｄ－０や。■◆勺。■０■●。。・・・■０□０５０．０６０００８０●０■●●ＢＧ■ＣＤＤｅ０□ｐ０ＰＢ６０Ｏ０Ｂ●●■ｒｃＰｏＰ■●□●●■Ｑ００００００ｂ６０。５５１２０６０２２１０２４１０２ 

金融・保険

不動産

運輸・倉庫

サービス

商業

５ ３ 

９ ３０ ５８ 
３ 

５２１ ７２４ 
２ １ ３ 

１ １５ ６７ ３３ ２ 

９１４ １２ 
６５ ９３０１９ ９４２４５ １１『Ｉ２６

１ 

１４ ８１７０９ １２ ６７９８６ ７１７１２ 
103 

１ 

2２ 

３２ 

616 

５０２２ 
７ ３ ９１３Ｏ Ｇ●● ４０９６６ ０６７ ５３４ 

８０ ２３ １９ 

０１０ １１１ 
５５ ５４５７３ ５ ０１６５７ 

株式保有

その他

不明

９３ １ 

５ ２９２ ４８５ １ 

2１ 

１４ 

３ ４６３ 
６ 

３５ １４ ２４０ 
33.3 

30.8 

０ 

８ 

２５ １３ ２１３ ０８６ ５８８ 
２ 

７８６ ３３ 
８８ ２１ 
２ ２７１ ６４８ 

全産業合計 6872５８４ 8.5 2713 204 7.5 987 6８ 6.9 1640 137 8.4 
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地域別の撤退比率では，アフリカ（22.7パーセ

ント)，中近東（15.3パーセント），中南米（9.9

パーセント)，北アメリカ（8.4パーセント），オ

セアニア（7.6パーセント)，アジア（7.5パーセン

ト)，ヨーロッパ（6.9パーセント）の順であった。

以下では，高比率地域別に撤退企業の特徴を概

観したい。

世界全体について高比率順に業種名をあげてい

くと，運輸・倉庫，「株式保有｣，農林・水産，鉱

業，「その他」といった非製造業が上位を占め，

以下，鉄鋼業，木材・家具，繊維業，食料品，非

鉄金属が続く。逆に比率の低い業種としては出版・

印刷，輸送機器，一般機械，電機機器，商業，サー

ビス業，化学が挙げられる。

地域別撤退企業数はアジアからの204件が最も

多く，世界全体での総撤退企業数の34.9パーセン

トを占めている。以下北アメリカ（137件)，中南

米（82件)，ヨーロッパ（68件)，アフリカ（48件)，

オセアニア（30件)，中近東（15件）の順になる。

（１）アフリカ

アフリカからの撤退で最も多いのは運輸・倉庫

での33件（撤退比率39.8％）である。これは世界

的な海運不況のもとで，我が国の商社，海運会社

第１表つづき

｢進出企業数｣は東洋経済新報社『海外進出企業総覧｣1982年版に掲載された企業数｡調査時点は1981年６月末。
｢撤退企業数」は同1986年版および87年版の調査で判明した撤退企業のうち1981年以降に撤退した企業数。

東洋経済新報社資料より筆者作成。

(注１）

(注２）

(出所）

中南米 中近東 アフリカ オセアニア

産業
進出

企業数

撤退

企業数

比率

(％） 

進出

企業数

撤退

企業数

比率

(％） 

進出

企業数

撤退

企業数

比率

(％） 

進出

企業数

撤退

企業数

比率

(％） 

農林・水産

鉱業

建設業 ０３７ ３２２ ２４１ ７４７ ●の白６７３ １ 

0 

５ 

1６ ００１ 0 

6.3 

1４ 

１９ 

１ ４５０ ６３ ●■ ８６ ２２ 
０ ８７５ ３２１ ６１０ ８７ ■ｄ ５３０ 

１ 

食料品

繊維業

木材・家具

紙・パルプ

出版・印刷

化学

ゴム・皮革

窯業・土石

鉄鋼業

非鉄金属

金属製品

一般機械

電機機器

輸送機器

精密機器

その他製造

０２６７１３６８６８９７０９ 
２４ 

４ 

２１４６１ 
６ 

５ ２ ２４０００２２１３００４３１０３ 
０５ 

７３５５ 

５０３０ ０９０００４３２Ｌ００８ａａ０２ 
●● 

１ 

３１１ 

１ ０１０００５３４２０１４４４１４ 
’０’’’０００ 

０ ● ０ ５ 

’０ 

００ ５０ ２５ 

０００ ００００００００１００１２０００ ２４１００４２１３ 
２ 

１ 

１３２６２０２ ０２０００１００１０００００００ 
０“０｜’ 

０ 

７ ５００Ⅱ 
２ 

０００００’０ ７７４７３６４３０６４２０ １ 

９４５ １１２００００００００００１０１ 
３３０ 申■●４４０ １１５ 

０００００’００００ 
１０ 

■ 

■ １００ １２ 
金融・保険

不動産

運輸・倉庫

サービス

商業 ６３７３０ ４１７３９ １ 

４ 

２ 

2６ 

１ 

１３ ７４８０８ ◆■●申●８５３３６ １３ 

０ １ 

１４４ 
２ ２ ０００６ ００００３ ３０５１ 

１ 

３１２０３ 
８０ 
３ ８ 

７９ 

１０ 
３ ３ 

１０ 
５８３ ⑫｜鍋以

０ 

1７ 

１５ 

７ 

3３ 

143 ９１０１６ ９７０２ 
●● 

２６０３４ 
５ 

株式保有

その他

不明 ７８８ １１１ ２１１ ８６６ １５５ 
１ 

１０２ 
０ ● ０ ０ １ 

’０ １００ １２４ ０００ ０００ 
２ 

６ 

1２ ０００ ０００ 
全産業合計 827 8２ 9.9 9８ 1５ 15.3 211 4８ 22.7 396 3０ 7.6 

Hosei University Repository



6８ 

が船舶保有会社を整理したものであり，これらは

すべてリベリアからの撤退である。進出，撤退企

業数の双方から運輸・倉庫の件数を差引いてアフ

リカの撤退比率を再計算すると117％であり，中

近東よりは低い比率になるが，依然として他の地

域より高い。

アフリカでの農林・水産業からの撤退事例４件

のうち１件はマダガスカルでの「実験農場の経営」

（日本側出資比率49％，現地雇用者５名）であり，

他の３件はモロッコ，ガーナ，セネガルでの「ト

ロール漁｣，「鰹の一本釣り」，「水産業」（出資比

率は各々40％,５０％，４６％であり，現地雇用者は

98名，４８名，５６名）である。いずれも合弁による

中小規模の企業からの撤退事例である。

鉱業からの撤退はリベリア１件，モロッコ２傑

ザイール２件であり，「銅等の採掘｣，「資源開発」

等である。日本側出資比率と現地雇用者数はリベ

リアでのケースが35.8％’２０名，モロッコでは４

％，２名および４％，不明，ザイールでは14％，

327名，および76％，2,458名となっている。

繊維業での撤退は，モーリシャス，ナイジェリ

アで確認されており，前者は「アクリル紡績糸製

造｣，（日本側出資比率15.4％，雇用者数400名)，

後者は「織布，染色｣，（同19.6％，670名）となっ

ている。また，進出期間は各々10年，１６年である。

繊維業の撤退比率8.3％という数値は他の地域と

比較して高いとは言えない。繊維業の撤退比率が

最も高いのは北アメリカで33.3％，以下オセアニ

ア14.3％，アジア12.3％，中南米9.5％と続き，ア

フリカはヨーロッパ，中近東を除けば最も低い。

ヨーロッパ，中近東への当該産業の進出企業数は

各々11件，１件と少なく，撤退件数はゼロとなっ

ている。

化学，鉄鋼業各１件はともにナイジェリアから

の撤退であり，日本側出資比率は40％，２０％であ

る。雇用者数は鉄鋼業でのみ判明しており63名で

ある。進出期間は化学では６年，鉄鋼業では８年

である。

金融・保険での１件は日本の海運会社がリベリ

アに開設した「金融業」であり，サービス業での

１件はリビアでの「電子機器，電気機器の設計，

保守サービス」を行う現地雇用者４名，日本側出

向者１名の企業である。

（２）中近東

中近東からの撤退は合計15件であり，その内訳

はイラン７件,サウジアラビア５件，アラブ首長

国連邦２件，レバノン１件であった。この地域も

アフリカ同様撤退企業での雇用者数が少ない。例

外はイランから撤退した電気機器２件の事例であ

り，現地雇用者数はそれぞれ850名,1,650名であった。

商業での３件は家電（イラン)，製鉄，商社

(以上，アラブ首長国連邦）の販売会社であり，

雇用者数はそれぞれ75名，５名，３名であった。

金融・保険業の３件は日本の都市銀行および大手

証券会社による「中長期工業開発金融」等を業務

とする投資銀行であり，イラン，レバノン，サウ

ジアラビアから１件ずつ撤退している。また，こ

れら投資銀行の現地パートナーがアメリカの大手

銀行であることは興味深い。運輸・倉庫ではイラ

ンでの「コンテナー管理業及び修理業」（出資比

率33.3％，雇用者数87名）と，サウジアラビアで

の「プラントの据付,輸送，メンテナンス」（同３０

％，９名）の２件がある。

各業種ごとに１件づつの撤退が記録されている

のは建設(サウジアラビア，日本側出資比率50％，

現地雇用者数５名)，鉄鋼業（イラン，４５％，雇用

者数不明),一般機械（サウジアラビア，４０％，不

明)，不動産業(サウジアラビア,100％２名)，株式

保有（イラン，４０％，日本側出向者２名）である。

（３）オセアニア

オセアニアからの撤退30件の国別内訳は，オー

ストラリア24件，ニュージーランド，グアム各２

件，パプアニューギニア，西サモア各１件である。

おもだった業種としては金融・保険からの９件と

農林・水産の６件がある。

金融・保険の撤退事例９件はすべて我が国の都

市銀行の出資によるものであり，業務内容は「投資

銀行｣，「マーチャントパンク｣，「中長期金融｣，「不

動産金融，リース，消費者金融」等である。日本

側出資比率の最高は50％であり，平均で22.7％で

あった。すなわち多数所有の事例はゼロであった。

農林・水産の６件の内訳をみると，パプアニュー

ギニアでの「森林開発｣，ニュージーランドでの

｢養鰻｣，オーストラリアでの「真珠養殖」「肉牛

牧場経営」「養豚業」「海老漁業」の事例であった。
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事例で異なり，生産品目も「除草剤中間体｣，「発

ぽうポリエチレンボード｣，「合成皮革用ポリウレ

タン｣，「鉄鋼，非鉄の脱酸剤」と多様であり，一

元的な原因を想定するには無理があろう。

（４）ヨーロッパ

ヨーロッパからの撤退件数は68件，撤退比率は

6.9％であり，世界平均より1.6％低い。国別の内

訳をみると，西ドイツ14件，イギリス１１件，オラ

ンダ，スイス，フランス各７件，ベルギー６件，

スペンイ５件，イタリア，スウェーデン，ノルウェ

ー，アイルランド各２件，マルタ，デンマーク，

ルクセンブルグ各１件であった。

業種別では商業からの撤退件数が目立つとはい

え，比率としては低い．何らかの傾向として指摘

しうるのは化学工業での撤退であり，イギリス，

オランダ，ベルギー，フランス，西ドイツから１

件ずつ撤退している。ただし，日本側親会社は各

（５）中南米

国別撤退件数は次のとおり。パナマ27件，ブラ

ジル22件，チリ５件，バミューダ，ペルー各４件，

メキシコ，バハマ，コスタリカ各３件，パラグア

イ，プエルトリコ各２件，アルゼンチン，ベネズ

エラ，ボリビア，ガイアナ，ドミニカ，グアテマ

ラ，コロンビア各1件。（第２表参照）

第２表日系海外進出企業の地域別・産業別撤退データ

北アメリカ・中南米（1981～86年） (単位：件，％）
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り，「鉄鋼石」の開発が２件（バハマ，バミュー

ダ)，「銅鉱の採掘，選鉱」（ペルー）「原油」（バ

ミューダ）が各１件であった。

繊維業では，比較的雇用者数の多い，多数所有

からの撤退事例が目立った。「ポリエステルニッ

ト生地及び縫製品の製販」を行う日本側出資比率

100％（３社共同出資）のブラジル企業の事例で

は雇用者数161名であった。同じくブラジルの

｢合成繊維の染色仕上げ加工｣会社(出資比率95.9

％）では265名を雇用していた。他の２件はコス

タリカでの「縫製業」（出資比率25％，雇用者数

240名）とパラグアイで「生繭乾燥業及び輸出入

業種別には，運輸・倉庫(26件）と商業（13件）

で撤退件数が多い｡運輸・倉庫の26件中22件はパ

ナマの船舶保有会社が整理されたものであり，リベ

リアと類似のケースであった。残る４件はバミュー

ダ２件，ブラジル，チリ各１件であった。商業に

分類されている企業が取扱っている商品名を挙げ

ると，「肥料」（ブラジル)，「育児用品｣,「建設機械，

産業車両」(パナマ)，「アミノ酸」（メキシコ)，「自

動車｣,「カラーＴＶ,扇風機」(チリ）などであった。

撤退件数が４件の業種として，鉱業，繊維業，

一般機械，金融・保険業の４業種が挙げられる。

そのうち撤退比率が高いのは鉱業（17.4％)であ

第２表つづき

、’

r》Ｉ Ｃ 、！｛］1末木ロブｋ震

r1 

L｣ [〕：（

含料鼎

[ｌｉＣ 

｢1 

Ｌ」

■
－
●
。

■■ 

r1 

LJ ｝！（ 

】１１野革ＩＯｉＣ
「U

L｣ 逼業・士石ｉＯ１Ｃ

Ｊ１Ｕ 。

６１０！（ ＤｉＣ 

８’Ｃ 

【１８

曰
－
０
●
』

11 

1」

[）！［ 

１
Ｊ
 金融・保隊

輪・倉庫ＩOＩＣ

］！（］ 

県石

ｒ
ｊ
 

P1 

L｣ 

｢進出企業数｣は東洋経済新報社『海外進出企業総覧｣1982年版に掲載された企業
数｡調査時点は1981年６月末。

｢撤退企業数」は同1986年版および87年版の調査で判明した撤退企業のうち1981
年以降に撤退した企業数。
東洋経済新報社資料より筆者作成。
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業務」（同各100％，２２名）の各企業である。

一般機械はすべてブラジルからの撤退である。

生産品目，出資比率，雇用者数についてその内訳

をみると，「道路建設機械｣，７０％，700名，「工業

用ミシン｣,４０％,135名，「産業用冷凍機｣，100％，

85名，「輸送機装置｣，９５％，５名となっている。

一般機械の撤退比率は10.8％であり，他の地域な

いしは国に比べて高い。

つぎに金融・保険での４件の内訳をみると，パ

ラグアイの｢損保業｣，チリの｢開発投融資｣，バハマ

の｢中長期金融｣及びパナマの｢投資会社｣であった。

この最後の｢投資会社」は日本の都市銀行12行，信

託銀行５行,その他証券会社73社が合計35.46％を

出資し，ＩＢＭ,Exxon等との合弁で「アジア地域

投資及び経営指導」を行う在パナマ法人であった。

の探鉱」「石油の採鉱・販売」などで７件のすべ

てを占めている。特徴としては次の２点が挙げら

れる。第１点は，７件のうち６件に総合商社が単

独（２件）ないしは共同で出資していることである。

総合商社の出資比率は0.1％から8.9％であり総じて

低いが，資源産業における流通経路の確保や投資

リスク分散の重要性を示唆しており注目される。

なお，日本側出資比率は0.4％0.5％（２件),3.3％，

33.4％,４４％76.7％であり，多数所有の事例は少

ない。第２点は進出から撤退までの期間が比較的

長いことである。その内訳は11年間が２件，１２年

間，１６年間，１８年間，１９年間，不明各1件である。

（７）アメリカ

アメリカで最も撤退件数が多い業種は商業

(46件，撤退比率5.5％）であり，以下「その他」

を除き，サービス業（７件，5.6％)，化学（６件，

18.8％)，運輸・倉庫（５件，11.1％)，農林・水

産（４件，36.4％)，食料品（４件，12.9％)，繊

維業（４件，28.6％)，不動産業（４件，１１１％）

が続く。

第３表には州別の撤退件数，撤退比率を示した。

それによると，進出企業数はカリフォルニア州，

ニューヨーク州，ハワイ州，イリノイ州，ニュー

ジャージー州の順に多いが，これらの州の撤退

（６）カナダ

北アメリカにおける撤退件数137件のうち113件は

アメリカからの,24件はカナダからの撤退である。

撤退比率の高さから注目されるのは農林・水産

(撤退件数３件，撤退比率60.0％）と鉱業（７件，

28.0％）である。農林・水産３件のうち２件は

｢水産業」（雇用者数は２名及び不明)，残る１件

は「伐木製材」（雇用者数422名）である。

鉱業では「非鉄金属の探鉱」「天然ガス，石油
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(出所）東洋経済新報社資料より筆者作成。
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３ ５ 

００００３０ 

００２０１０００１２０１１０１ 
２ 

１ 

７９３３ 

３９００８ 

の●００００３０５０ 
４ １ 

０ 

４ １ 

０００ 

●●■■● ４５０００００ 
１ 

５０２ 
１ 

合計 1318 9０ 6.8 

(注１）

(注２）

第３表アメリカ各州別撤退件数（1981～86年） (単位：件．％）

進出企業の確認のない以下の州は省略しねアイオワ,アイ雑ｻｳｽﾀﾞｺ久ﾓﾝﾀ大ﾉｰｽﾀﾞｺﾀiネパヌワイオミンク;バーモント。
進出企業数，撤退企業数ともに所在地判明分のみを集計。
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比率は，ハワイ州が平均をわずかに上回るのみで，

概して高くない。以下，撤退企業の進出州を考慮

しながら，業種別撤退比率の高い化学，農林・水

産，食料品，繊維業について記しておく。

化学での撤退はオハイオ州２件（｢ポリプロピレ

ン，ストラッピングバンドの製造｣，出資比率４０

％，雇用者数不明，及び「金属用化学品の生産｣，

49％，不明)，テキサス州１件（｢クロロプレン，二酸

基酸の製販｣，100％，350名，テネシー州１件（｢農

薬スミチオンの製造｣，５０％，６３名)，ハワイ州１件

（｢カラー・フィルム現像・プリント業務｣，100％，

40名)，所在地不明1件となっている。オハイオ，

テキサス，テネシー各州への日系進出企業は少な

〈，化学での撤退が州単位での撤退比率を押し上
げている。

農林・水産での撤退４件のうち１件は所在地不

明,２件はワシントン州での｢森林開発」（出資比

率100％,雇用者数不明)，「水産物」会社（99.2％，

1,266名)，１件はカリフォルニア州での「果樹栽

培」（50％，雇用者数不明）の事例である。

食料品では４件の撤退のうち１件は所在地不明，

その他３件の事業内容はすべて「冷凍水産物の加

工，売買」（ワシントン州２件，バージニア州１

件）である。出資比率，雇用者数はそれぞれ100

％，２２名，９２％，１０名，２５％，106名であった。

繊維業の撤退４件の内訳はカリフォルニア州の

第４表日系海外進出企業の地域別・産業別撤退データ

アジア（1981～86年） (単位：件，％）

韓国 台湾 香港 シンガポール タイ

産業
進出

企業数

撤退

企業数

比率

(％） 

進出

企業数

撤退

企業数

比率

(％） 

進出

企業数

撤退

企業数

比率

(％） 

進出

企業数

撤退

企業数

比率

(％） 

進出

企業数

撤退

企業数

比率

(％） 

農林・水産

鉱業

建設業 ６１４ ０００ ０００ ００２ ００４ 50.0 ０００ １ ００２ 20.0 

００ 
８ １ ００１ 5.6 

２４ 
０ １ １００ 

50.0 

0 

15.0 

食料品

繊維業

木材・家具

紙・パルプ

出版・印刷

化学

ゴム・皮革

窯業・土石

鉄鋼業

非鉄金属

金属製品

一般機械

電機機器

輸送機器

精密機器

その他製造

７ 

“ 

４１２ 
６３６ ４１１ 
４５ 

４７６ １３７ 
８ 

３９ １２ １４０００２１１００２３４０１４ 
３１ 

３７３ 

３１３７８ 

巳■

■■■ 

白白●

●⑤ ４９０００４７６００４８５０７３ 
１ 

１ 

１ 

１４ １４ 

４２２ 
８３１ ４２１ 
３９ 

３３８Ｅ０４７ ２６０１１４ 
１ 

２６ 

１０ 

１７７７１ 
●■ 

●■■ ８３０００２３００１８０３６７０ 
１１ 

１ 

１ ２６０００１３００１２０４１１０ 
３ 

６ １ 

１２３５１１１１３８ 
４ １ 

０ 

３１ １２ ３【Ｉ５５０６００００００００“皿０’０９０１００００００００２１０００２ 
８９４２６ 
７ ２ 

３５６８ 
３３５ １２５ 
９８ 
０ ２ １１１００４０００１１２３０２２ 

５１０ 
８ 

５７７５００ ２Ｌ且００４０００２Ⅱａａ０５０●● 

１１２ 
１ 

１ 

２１ 

０９２３１１３５０４１３６３ 
２２ 

３ 

１１１１２ 
１４ ３２００００００１００１０００１ 

９ 

０ 

７ 

０ 

● 

● 

■ ６００００００００００Ⅱ０００５ １ 

２ 

金融・保険

不動産

皿輸・倉庫

サービス

商業 ０００１１ ４０１９６ 
０ 

０ 

１７ の○１６ １１ 
１０１３ 
１ ２ ０００２２ ０’０ 

７５ ●● ６９ 
６ 

4８ 

３ 

3３ 

３６ 

231 

２０３２ 
２ １ ２１６２ 

● 

●①● ４０９５５ 
３ １ 

２ 

０９６ ２２９ ３０３４６ １０８３ 
● 

●●● ３０５３６ ２１１ 
７ １ 

４６ 

４７ １６ １０１０１ ９７５ 且０６０１● １ 

株式保有

その他

不明 ００２ ０００ 0 ０２４ ０００ ’００ 
４ 

５ 

1５ １１０ 
25.0 

20.0 

０ 

１ 

４ 

1４ １３０ 
100.0 

75.0 

０ ００４ ０００ ’’０ 
全産業合計 352 2５ 7.1 463 2７ 5.8 478 2９ 6.1 403 3９ 9.7 304 1２ 3.9 
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件，台湾から６件が撤退している。雇用者数の内

訳をみると韓国では100名，917名，不明２件，ま

た，台湾では448名，750名，800名，4,333名であっ

た。電気機器では韓国での４件のうち２件の雇用

者数が判明しており，440名，800名である。

同じく台湾での４件では230名，805名，1,500

名，２万2,000名である。また韓国での一般機械３

件の雇用者数は57名，1,100名，1,441名，台湾の

ゴム･皮革３件でのそれは185名，300名，765名で

ある。すなわち，両国の場合，撤退件数の多い業

種での雇用者数は他国の場合に比較して多い。

国別にみて最も撤退比率の高いのはフィリピン

(15.3％）であり，８０年代後半の政治的・社会的

｢綿花加工保管｣(出資比率100％,雇用者数６名)，

ジョージア州の「合繊長繊維織編物の捺染，染色

仕上Iﾌﾞﾐ｣(60.8％，210名)，ニューヨーク州の「生織

地の整理，仕上げ](100％,１３名)，ミネソタ州の「ス

ポーツウェアの製販」（30％，5,066名）であった。

（８）アジア

第４表において「その他アジア」に分類・集計

されているのはインド（撤退件数４件)，スリラ

ンカ（３件)，およびパキスタン（２件）である。

撤退のパターンをみると韓国と台湾はかなり類

似している。

まず繊維業での撤退事例が目立ち，韓国から４

表４つづき

(注１）

(注２）

(出所）

｢進出企業数｣は東洋経済新報社『海外進出企業総覧｣1982年版に掲載された企業数｡調査
時点は1981年６月末。

｢撤退企業数」は同1986年版および87年版の調査で判明した撤退企業のうち1981年以降
に撤退した企業数。

東洋経済新報社資料より筆者作成。

マレーシア フィリピン インドネシア その他アジア

産業
進

企業

出

数

撤退

企業数

比率

(％） 

進出

企業数

撤退

企業数

比率

(％） 

進出

企業数

撤退

企業数

比率

(％） 

進出

企業数

撤退

企業数

比率

(％） 

農林・水産

鉱業

建設業

1１ 

３ 

１１ ２１２ ２３２ ●●■ ８３８ １３１ ８８７ １２１ ５０３ ２５４ １２１ 
2５ 

６ 

１８ ７０１ ０６ ８０５ 
２ 

７３０ １００ 
14.3 

0 

食料品

繊維業

木材・家具

紙・パルプ

出版・印刷

化学

ゴム・皮革

窯業・土石

鉄鋼業

非鉄金属

金属製品

一般機械

電機機器

輸送機器

精密機器

その他製造

０４４ １１１ 
６０ 
９ ２ 

４９８５７４ 
７ ２ 

７３５ ０１３１００００２０１０００００ 
０ 

１４７ 

０３ 矼皿出’０００５０４２１ 

０００００ 

７ 

１ １ 

２１０ 
３ ２ 

４７２６２７ 
２４ １１ 

１１ ０３０００１１１１２０１３０１０ 
０ 

３ 

３０３０３３００ 柾００’４躯乢皿鋼０ｕ躯０皿
２ 

１ 

０ 

５６３１３鍋、
２ 

２６ 
４ １ 

６３ 
１ １ 

８ 

２ １ 

０ 

０ １ １４０００２００３３０００００１ 
０４ 

１ 

４０ 

０ ０５０００７００１０００００｜Ⅲ 
２１ 

２５ 

２ 

１ １ 

３２０ 
０ １ 

１ 

０ １ 

５０１７ 
６ １ 

５２３ ０３０００００２００００１１００ 
３ 

０ 

３０ Ｏ７００ｌ００ｍ０ｌ００６０ 
２ 

２ 

００ 
金融・保険

不動産

運輸・倉庫

サービス

商業

４ １ 

２２６ 
１ ２ ００００２ ５ ００００９ ８０２８ 

８ １ ２０００５ 
０ 

８ 躯－００Ⅵ２ 

２ １ 

３７６２ ０１０００ 
0 

33.3 

0 

0 

0 

２００ 
３ １ 

３ ０００１０ ７ ０｜｜Ⅵ０ 
株式保有

その他

不明 １０１ ０００ ０’０ ０１３ ０００ ’００ ０１０ ０００ ’０’ ００２ ０００ ’’０ 
全産業合計 224 1５ 6.7 163 2５ 15.3 218 2３ 10.6 108 ９ 8.3 
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変動を反映したものと考えられる。繊維業３件の「森林伐採」であった。雇用者数の平均は234名

雇用者数は80名，300名，不明１件である。繊維（不明１件）である。農林・水産を除いた16件の

業の進出企業数は韓国，台湾では各44件であった撤退のうち５件では雇用者数が300名を超えてお

のに対し，フィリピンでは11件に停まっていたたり，その内訳は「合成紡績敷布」1,920名，「黄麻

めに撤退比率は大きく相違している。紡績，織布」1,200名，「アクリル紡績染色」４４６

インドネシアからの撤退で目立つのは，農林．名，「'Ｍ１捧鋼の製造」507名，「工業用木炭の製

水産での７件であるが，３件は「海老」「かつお販」383名のごとくであった。過半数の撤退企業

漁」等の漁業，おなじく３件は「農業開発」「農は小規模であるが，従業員数の面で大規模な企業

産物の生産」「精米事業」の農業であり，１件がからの撤退も無視しえない。

第５表日本の産業別海外直接投資残高と撤退金額（1971～88年）（M1位：1,000USドル，％）

IiJinI|「
台 湾 シンガポール｜香

繍悪liiiliIWJ蕊iliif

翫
曰

p6BhUZ-oD-IR円町･Pu埒

２ｌ61.0 

ａ331.0 

40.52Ｍ 

’7.701.0 

16.082.0 

681,4m.0 
90,086.0 
緬脳.0
399,80Ｍ 
町,396.0
261慨０

ａ
Ｉ
Ｌ
ｎ
Ⅱ
Ｕ
八
Ⅲ
ｖ
●
へ
び
ｄ
Ｉ
Ｌ
【
０
０
，
グ
ム
ｎ
ｎ
ｖ
ｎ
ｕ
Ｕ
ｎ
ｎ
Ｕ
』
、
Ｕ

伽
０
醐
餓
鋼
荊
脳
郷
観
測
腿

ｄ
Ｉ
Ｌ
１
Ｉ
△
【
Ｉ
９
０
ｑ
Ｔ
－
ｎ
ノ
ヨ
、
〃
■
ｎ
ｘ
Ｕ h； 

01 

Ⅷ 

iＭ 

9１９０ 

25.196.8 1.71Ｌ990.01Ｍ 30.4203 72.6600 １， 

2,5519 
６２１０ 

幌.７

`１．１９１５ 1蕊Ｉ

４
１
２
５
 

醐
鯲
川
・
伽

９
２
２
 

１Ｍ腿.0
12,638.0 
9A60.0 
03421.0 

7,1劃.2
21,379.2 
22,州0
29,4535 

13.9 

１．９ 

l４ 

Ｌｌ 

2311,721,90Ｍ 913.738.0730 33.217.9 55.615.6 l51600M860110LO861 1.7 

② 
８０ 

③ 

Ｃ 

ｌ８ 

Ｚ１ 

面
加
鈎

[Ｈｎ６１１ 

投資残高からは「支店設iiUf・拡張」「不動産」は除く。
投資残岡は大蔵省国際金融局編『第l31Ul大蔵尚国際金融局年報jli成元脈版」（金融財政事情研究会,1989年,）552~561ページｃ
撤退金額は筆者作成の資料による。

(注）
(出所）

タイマレーシアインドネシア フィリピン

産業分類

① 
19681F度末
投資残高

鳥,~盤亀/⑩)|鴎,砿ポ
撤退金額繩｣t獺%)'投筒残iiIi

② 
1971～8８ 

撤退金額

③① 
(②/①）l988IFl1ii米
雌1t率(%)投資残iHi

② 
1971～８８ 

撤退金額

③ 
(②/①） 
徽退1t率(%）

① 
l988il二度末
投資残高

② 
1971～８８ 

撤退金額

③ 
(②／①） 
iｉｔ過比率(%）
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7５ 

３アジア諸国における産業別海外直接投資

と撤退金額

国別・産業別撤退金額の推計にあたって「撤退

金額」は（撤退企業の資本金額）×（日本側出資

比率）×（進出年の対ＵＳドル為替レート）を算

出して求めた。また，海外直接投資残高は，『第

13回大蔵省国際金融局年報平成元年版』に記

載された日系進出企業の許可・届出統計を引用し

た。

1971年から1988年までの推計期間中，製造業を

含む全産業での撤退金額が最も高いのは香港（’

億108万ドル）であり，商業，金融・保険，サー

ビスといった産業での撤退が多い。第２位はイン

ドネシア（8,883万ドル）であり，製造業での撤

退金額に加えて農林・水産，鉱業からの撤退金額

が巨額である。以下，韓国（7,241万ドル)，シン

ガポール（5,564万ドル)，フィリピン（4,075万

ドル)，マレーシア（3,512万ドル)，台湾（3,321

万ドル）の順に続き，最も撤退金額の低いのはタ

イ（2,790万ドル）であった。

同期間中，直接投資残高では，インドネシアの

97億ドルが最も高く，以下，香港60億ドル，シン

ガポール37億ドル，韓国31億ドル，タイ19億ドル，

マレーシア18億ドル，台湾17億ドル，フィリピン

11億ドルを記録している。

製造業において最も撤退金額の高かったのは韓

国（6,486万ドル）であり，インドネシア（5,227

万ドル)，シンガポール（3,042万ドル）が続く。

残る各国は2,000万ドルから2,600万ドル以下の範

囲で撤退金額を記録しており，台湾（2,519万ド

ル)，フィリピン（2,500万ドル)，タイ（2,402万

ドル)，マレーシア（2,144万ドル)，香港（2,061

万ドル）の順になる。

国別に日本からの製造業直接投資受入額と製造

業撤退金額を求め，その比率を以下，「撤退／投

資比率」と呼ぶ。

製造業の撤退／投資比率をみると，４パーセン

トを超えるフィリピン（4.9％)，香港（4.2％)，

韓国（4.1％）の３カ国と，３パーセント以下のそ

の他５カ国とに大別される。インドネシア（１．８

％)，台湾（1.7％)，タイ（1.7％)，マレーシア

(1.6％)，シンガポール（１５％）の順で撤退／投

資比率が高い。

産業別比率をみると，各国に共通して繊維での

撤退／投資比率が高いが，とりわけフィリピンで

は41.2パーセントを記録している。国別・産業別

に製造業の撤退／投資比率をみると，韓国では輸

送機械（9.0％)，台湾・繊維（15.9％)，シンガ

ポール・木材・紙パルプ（9.8％)，香港・繊維

(14.7％)，タイ・繊維（7.1％)，マレーシア・食

料品（15.3％)，インドネシア・輸送機械（9.7％）

であった。
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